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ストック・オプション（新株予約権）の付与に関するお知らせ 

 

 

野村ホールディングス株式会社（執行役社長兼 CEO:渡部賢一、以下「当社」）は、本日開催の

経営会議（※）において、下記のとおり新株予約権の発行を決定した。 

 

（※） 経営会議は CEO、COO、部門 CEO、その他 CEO が指名する者によって構成される当社

の機関であり、取締役会決議により新株予約権の発行を含む重要な業務の決定を委任さ

れている。なお、当社の取締役・執行役への個人別の新株予約権の割当ては、報酬委員

会の決定にしたがっている。 

 

 

記 

 

1. 発行する新株予約権 

 

(1) 第 40 回新株予約権（当社及び当社の子会社の取締役、執行役及び使用人を対象） 

(2) 第 41 回新株予約権（当社及び当社の子会社の取締役、執行役及び使用人を対象） 

(3) 第 42 回新株予約権（当社及び当社の子会社の取締役、執行役及び使用人を対象） 

 

第 40 回、第 41 回及び第 42 回新株予約権は会社法第 236 条、第 238 条及び第 240 条

の規定に基づいて発行を行うものである。 

 

2. 新株予約権を発行する理由 

 

上記の新株予約権はいずれも行使価額を 1 株当たり 1 円とするもので、当社及び当社の子

会社の取締役、執行役及び使用人を対象に現金報酬の一部に代えて割り当てる。 

第 40 回新株予約権については発行決議日より約 1 年間、第 41 回新株予約権については

約 2 年間、第 42 回新株予約権については約 3 年間権利行使を制限し、割当対象者に対する

繰延報酬とするものである。 

News Release 



 
 

グローバルな金融監督当局から構成される「金融安定理事会」(Financial Stability Board)

が公表している「健全な報酬慣行に関する原則」において、こうした繰延報酬の繰延期間は 3

年以上とすること（繰延期間内においては均等に権利を確定させること）が推奨されている。

従って、当社においても同様の期間からなる繰延報酬を導入し、第40回、41回、42回新株予

約権を発行する。 

このように権利行使を制限することによって、以下の効用を期待している。 

(1) 報酬の一部を延べ払いとすることにより、優秀な人材を中長期的に確保する。 

(2) 報酬の一部を当社の株価と連動させることにより、株主との利害の一致を図る。 

(3) 異なる部門・地域で働くグループの役員・使用人に共通のインセンティブ･プランを提供す

ることにより、グループ全体の業績や信頼の向上に資する。 

 

3. 新株予約権の割当の対象者及びその人数ならびに割り当てる新株予約権の数 

 

(1) 当社の取締役・執行役に割り当てる予定の新株予約権 

名称 

取締役及び執行役（社外取締役を除く）

人数 
（名） 

新株予約権
の数（個） 

新株予約権の
目的となる普通
株式の数（株） 

第 40 回 
新株予約権 

8 3,853 385,300

第 41 回 
新株予約権 

8 3,849 384,900

第 42 回 
新株予約権 

8 3,847 384,700

 

 

(2) 使用人等に割り当てる予定の新株予約権 

名称 

当社の使用人 
当社の子会社の取締役、執行役 

及び使用人 

人数 
（名） 

新株予約権
の数（個） 

新株予約権の
目的となる普通
株式の数（株） 

人数
（名）

新 株予 約 権
の数（個） 

新株予約権の
目的となる普通
株式の数（株） 

第 40 回 
新株予約権 

21 16,747 1,674,700 739 194,460 19,446,000

第 41 回 
新株予約権 

21 16,743 1,674,300 738 192,879 19,287,900

第 42 回 
新株予約権 

21 16,735 1,673,500 737 192,500 19,250,000

 

上記の個数は、割当予定数であり、引き受けの申込みがなされなかった場合等、割り当て

る新株予約権の数が減少したときは、その割り当てる数をもって新株予約権の数とする。 



 
 

新株予約権の発行要領 

 第 40 回 第 41 回 第 42 回 

(1) 割当の対象者 

 

当社及び当社の子

会社の取締役、執

行役及び使用人 

合計 768 名 

当社及び当社の子

会社の取締役、執

行役及び使用人 

合計 767 名 

当社及び当社の子

会社の取締役、執

行役及び使用人 

合計 766 名 

(2) 新株予約権の総

数 
215,060 個 213,471 個 213,082 個 

(3) 新株予約権の行

使に際して出資さ

れ る 財 産 の 価 額

又はその 算定方

法 

1 株当たり 1 円 

(4) 新株予約権の目

的である株式の種

類及び数 

本新株予約権 1 個当たり当社普通株式 100 株とする。 

なお、別途当社が定める事由が発生した場合は、別途当社が定

める方法により、本新株予約権 1 個当たりの目的である株式の数

（付与株式数）の調整を行う。 

(5) 新株予約権の払

込金額又は その

算定方法 

新株予約権と引き換えに金銭の払い込みを要しない。 

(6) 新株予約権の行

使期間 

平成 24 年 

5 月 25 日 

～平成 30 年 

5 月 24 日 

平成 25 年 

5 月 25 日 

～平成 30 年 

5 月 24 日 

平成 26 年 

5 月 25 日 

～平成 30 年 

5 月 24 日 

(7) 新株予約権の行

使条件 

<1> 1 個の新株予約権の一部の行使でないこと。 

<2> 新株予約権者が、新株予約権の割当日から行使期間の開始

時点まで当社又は当社の子会社の役員又は使用人たる地

位を有していること。 

なお、定年退職等別途定める事由に該当する場合を除き、当

社又は当社の子会社の役員又は使用人たる地位を失った場

合、新株予約権は消滅する。 

<3> 行使時点で当社又は当社の子会社の就業規則に基づく諭旨

解職もしくは懲戒解職の決定又はこれらに準ずる事由がない

こと。 

<4> 上記(6)にかかわらず、新株予約権者の死亡等別途定める事

由が発生した場合、新株予約権者又は新株予約権者の相続

人は、当該事由が発生した日から、新株予約権を行使するこ

とができる。 



 
 

 第 40 回 第 41 回 第 42 回 

(8) 新株予約権の行

使により株式を発

行する場合におけ

る増加する資本金

及び準備金の額 

<1> 増加する資本金の額 

会社計算規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増

加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の結果 1 円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り上げる。 

<2> 増加する資本準備金の額 

資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額 

(9) 新株予約権の取

得に関する事項 

当社以外の者に対する当社の発行済普通株式の全部にかかる

譲渡が行われたとき、当社が当事者となる合併契約書又は株式

交換契約書が株主総会で承認されたときは、当社取締役会又は

取締役会の決議による委任を受けた執行役が別途定める日に、

当社は本新株予約権を取得することができる。 

(10) 新株予約権の譲

渡制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決

議による承認を要する。 

(11) 組織再編行為時

における新株予約

権の取り扱い 

上記（9）に記載のとおり。 

(12) 新株予約権の割

当日 
平成 23 年 6 月 7 日 

(13) 新株予約権証券

を発行する場合の

取り扱い 

新株予約権証券は発行しない。 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 


